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【事案の概要】
　Ｘ（控訴人、原告）は歯科医師Ａ、Ｂに対し受けた手術が不適切であるとして損害賠償を請求している間に、他の歯科医師Ｙ₁、Ｙ₂により、レントゲン検査及び治療を受けた。Ａ、Ｂの過誤を立証するためにＹ₁、Ｙ₂（被控訴人、被告）に対し診断書、診療録、レントゲンフィルム（写）の交付を求めたところ、Ｙ₁、Ｙ₂にいずれも拒否され、そこでＸはＹ₁、Ｙ₂に対し不法行為責任に基づく損害賠償を求めた。（本事件は患者の本人訴訟である。）
【裁判経過】
◍　原審（大阪地判昭和60・6・14、判例集未登載）　　Ｘ敗訴。
◍　控訴審（大阪高裁昭和61・1・30、本件判決）　Ｘ敗訴、上告。
◍　上告審　判断不明。
【参考条文】
◍　歯科医師法
19条2項：診療をなした歯科医師は、診断書の交付の求があつた場合は、正当な事由がなければ、これを拒んではならない。
24条1項：　医師は、診療をしたときは、遅滞なく診療に関する事項を診療録に記載しなければならない。
◍　医師法第19条2項、第24条（歯科医師法とほぼ同じ）
◍　民法656条（準委任）、645条（受任者による報告）、709条（不法行為による損害賠償）、710条（財産以外の損害の賠償）
【争点】
1 Ｙ₁、Ｙ₂の診断書不交付の正当事由は何を指すか？
→判旨：交付請求なし、請求内容の逸脱、手数料の不払いは「正当事由」に該当する。
2 Ｙ₁、Ｙ₂には診断録及びレ線フィルムの写を患者に交付する義務があるか？
→判旨：「患者に交付すべき法律上の義務はない。」
③　レ線フィルムはだれの所有物か？→共有物である見解を採用しない。
※診断書（a medical certificate）は、医師と歯科医師のみが発行する証明書の一種。
費用：病院によって自由に値段を決めることができる（3000円～10000円）。
【検討】
１　診療録の交付請求権の存否　　　①否定説（通説）　②肯定説
２　診断書の交付拒否の「正当事由」の判断基準　　
　高仲東麿「診断書の交付にまつまる問題点」により、「正当の事由」は具体的に五つのジャンルに分けられる。
※参考判例　東京地裁昭和48・8・17
３　診断書の記載内容の範囲→治療範囲を超える内容を記載した文書は診断書とは言えるか？
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